
別
冊

宮
崎
県
総
合
計
画

未
来
み
や
ざ
き
創
造
プ
ラ
ン

～
未
来
を
築
く
新
し
い
「
ゆ
た
か
さ
」
へ
の
挑
戦
～

（
長
期
ビ
ジ
ョ
ン

素
案
）

宮
崎

県
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第
１
節

分
野
別
施
策
の
基
本
的
考
え
方

○
基
本
目
標
や
将
来
の
あ
る
べ
き
姿
の
実
現
の
た
め
、
「
人
づ
く
り
」
「
く
ら
し
づ
く
り
」
「
産

業
づ
く
り
」
の
３
つ
の
分
野
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
将
来
像
を
示
す
と
と
も
に
、
県
が
着
実
に

推
進
し
て
い
く
幅
広
い
分
野
の
施
策
を
体
系
化
し
、
施
策
の
基
本
的
方
向
性
を
明
ら
か
に
し
て

い
ま
す
。

○
こ
の
計
画
に
記
載
す
る
施
策
の
具
体
的
な
展
開
及
び
数
値
目
標
な
ど
に
つ
い
て
は
、
４
年
間

の
実
行
計
画
で
あ
る
「
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」
や
部
門
別
計
画
で
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。

第
２
節

分
野
別
施
策
の
体
系

分
野

将
来
像

施
策
の
柱

１
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
、
(1
)
子
育
て
支
援
の
充
実

育
て
ら
れ
る
社
会

(2
)
子
ど
も
・
若
者
の
権
利
擁
護
と
自
立
支
援

Ａ
２
未
来
を
担
う
人
財
が
育
つ
社
(
1
)
県
民
が
生
涯
を
通
じ
て
学
び
、
教
育
に
参
画
す
る
社
会
づ

人
づ
く
り

会
く
り
の
推
進

(
6
6ペ
ー
ジ
)

(
2
)
社
会
を
生
き
抜
く
基
盤
を
培
い
、
未
来
を
担
う
人
財
を
育

む
教
育
の
推
進

(3
)
教
育
を
支
え
る
体
制
や
環
境
の
整
備
・
充
実

３
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
に
親
し
む
(1
)
文
化
の
振
興

社
会

(2
)
ス
ポ
ー
ツ
の
推
進

４
多
様
な
主
体
が
参
加
し
、
一
(1
)
男
女
共
同
参
画
社
会
の
推
進

人
ひ
と
り
が
尊
重
さ
れ
る
社
(2
)
高
齢
者
が
活
躍
す
る
社
会
の
推
進

会
(
3
)
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
企
業
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
多
様
な
主
体
に
よ
る

社
会
貢
献
活
動
の
促
進

(4
)
国
際
化
へ
の
対
応

(5
)
人
権
意
識
の
高
揚
と
差
別
意
識
の
解
消

１
生
き
生
き
と
暮
ら
せ
る
健
康
(1
)
健
康
づ
く
り
の
推
進

・
福
祉
の
社
会

(2
)
み
ん
な
で
支
え
合
う
福
祉
社
会
の
推
進

(3
)
医
療
提
供
体
制
の
充
実

２
自
然
と
の
共
生
と
環
境
に
や
(1
)
低
炭
素
・
循
環
型
社
会
へ
の
転
換

さ
し
い
社
会

(2
)
良
好
な
自
然
環
境
・
生
活
環
境
の
保
全

Ｂ
(3
)
環
境
に
や
さ
し
い
社
会
の
基
盤
づ
く
り

く
ら
し
づ
く
り
３
安
心
し
て
生
活
で
き
る
社
会
(1
)
安
心
で
快
適
な
生
活
環
境
の
確
保

(
8
7ペ
ー
ジ
)

(2
)
快
適
で
人
に
や
さ
し
い
生
活
・
空
間
づ
く
り

(3
)
地
域
交
通
の
確
保

(4
)
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
利
活
用
及
び
情
報
通
信
基
盤
の
充
実

(5
)
持
続
可
能
な
中
山
間
地
域
づ
く
り

(6
)
連
携
・
絆
の
構
築
に
よ
る
魅
力
あ
る
地
域
づ
く
り

４
安
全
な
暮
ら
し
が
確
保
さ
れ
(1
)
多
様
化
す
る
危
機
事
象
に
的
確
に
対
応
で
き
る
体
制
づ
く
り

る
社
会

(2
)
安
全
で
安
心
な
県
土
づ
く
り

(3
)
安
全
で
安
心
な
ま
ち
づ
く
り

(4
)
交
通
安
全
対
策
の
推
進

１
多
様
な
連
携
に
よ
り
新
た
な
(
1
)
産
業
間
・
産
学
金
労
官
連
携
に
よ
る
新
事
業
・
新
産
業
の

産
業
が
展
開
さ
れ
る
社
会

展
開

２
魅
力
あ
る
農
林
水
産
業
が
展
(1
)
農
業
の
成
長
産
業
化
へ
の
挑
戦

開
さ
れ
る
社
会

(2
)
持
続
可
能
な
森
林
・
林
業
の
振
興

Ｃ
(3
)
水
産
業
の
振
興

産
業
づ
く
り

３
創
造
性
の
あ
る
工
業
・
商
業
・
(1
)
工
業
の
振
興

(
1
14
ペ
ー
ジ
)

サ
ー
ビ
ス
業
が
営
ま
れ
る
社
会

(2
)
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
の
振
興

４
活
発
な
観
光
・
交
流
に
よ
る
(1
)
観
光
の
振
興

活
力
あ
る
社
会

(2
)
県
境
を
越
え
た
交
流
・
連
携
の
推
進

５
経
済
・
交
流
を
支
え
る
基
盤
(1
)
地
域
や
企
業
を
支
え
る
産
業
人
財
の
育
成
・
確
保

が
整
っ
た
社
会

(2
)
職
場
環
境
整
備
と
就
業
支
援

(3
)
交
通
・
物
流
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備
・
充
実

6
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Ｃ
－
５
－
(１
)
地
域
や
企
業
を
支
え
る
産
業
人
財
の
育
成
・
確
保

○
地
域
や
本
県
産
業
の
振
興
を
図
る
た
め
に
は
、
若
者
の
県
内
定
着
を
促
進
し
、
宮
崎
の
将
来
を

担
う
産
業
人
財
を
確
保
す
る
こ
と
が
課
題
で
あ
り
、「
み
や
ざ
き
で
暮
ら
し
、
み
や
ざ
き
で
働
く
」

良
さ
や
県
内
企
業
の
魅
力
の
認
知
度
の
向
上
が
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

○
ま
た
、
女
性
、
高
齢
者
、
外
国
人
等
の
多
様
な
人
財
が
活
躍
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
が

必
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

○
さ
ら
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
進
展
、
技
術
の
高
度
化
等
に
対
応
し
て
い
く
た
め
、
学

校
等
に
お
け
る
産
業
教
育
や
就
業
後
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
等
を
図
る
ほ
か
、
幅
広
い
視
野
を
持
ち
国

際
的
な
事
業
展
開
を
担
う
人
財
の
育
成
が
一
層
必
要
と
な
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

○
特
に
、
製
造
業
で
は
、
新
し
い
技
術
に
対
応
し
、
自
ら
新
し
い
事
業
や
産
業
を
作
り
出
し
て
い

け
る
構
造
に
変
わ
っ
て
い
く
た
め
、
理
工
系
の
高
度
な
教
育
を
受
け
た
人
財
や
優
秀
な
技
能
者
の

確
保
が
重
要
で
す
。

○
ま
た
、
建
設
産
業
を
は
じ
め
と
す
る
も
の
づ
く
り
分
野
に
お
い
て
も
人
財
不
足
は
深
刻
で
あ
り
、

技
能
労
働
者
の
育
成
・
確
保
が
必
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

産
業
教
育
や
就
業
後
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の
機
会
が
充
実
し
、
高
い
職
業
意
識
や
意
欲
を
持
ち
、

能
力
を
十
分
に
発
揮
で
き
る
高
度
か
つ
多
様
な
人
財
に
支
え
ら
れ
、
発
展
す
る
地
域
産
業

１
産
学
金
労
官
連
携
に
よ
る
人
財
の
育
成

学
校
や
地
域
に
お
い
て
、
「
宮
崎
で
働
く
こ
と
」
へ
の
理
解
や
意
識
付
け
、
県
内
企
業
を
知

る
機
会
の
提
供
を
行
う
な
ど
、
地
域
に
視
点
を
置
い
た
キ
ャ
リ
ア
教
育
等
を
推
進
し
ま
す
。

ま
た
、
特
色
あ
る
人
財
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
、
「
宮
崎
で
学
ぶ
場
」
の
魅
力
向
上
に

取
り
組
む
県
内
高
等
教
育
機
関
等
と
連
携
し
な
が
ら
、
県
内
高
校
等
か
ら
の
県
内
進
学
率
を
向

上
さ
せ
、
高
等
教
育
機
関
等
卒
業
後
の
県
内
定
着
を
促
進
し
ま
す
。

さ
ら
に
、
県
内
の
大
学
・
大
学
院
と
連
携
し
、
時
代
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
よ
り
高
度
な
専

門
性
を
有
す
る
人
財
育
成
に
努
め
ま
す
。

な
お
、
「
ひ
な
た
Ｍ
Ｂ
Ａ
（
み
や
ざ
き
ビ
ジ
ネ
ス
ア
カ
デ
ミ
ー
）
」
等
の
若
者
に
と
っ
て
魅
力

あ
る
社
会
人
教
育
の
場
の
提
供
に
も
努
め
る
と
と
も
に
、
県
内
就
職
の
促
進
や
早
期
離
職
の
抑

制
を
目
的
と
し
て
、
学
生
に
県
内
企
業
を
知
る
機
会
を
提
供
す
る
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
つ
い

て
、
受
入
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
多
様
化
や
参
加
企
業
の
拡
大
に
取
り
組
み
ま
す
。

２
県
内
企
業
の
魅
力
発
信
等
に
よ
る
若
者
の
県
内
定
着
化
の
促
進

県
内
企
業
の
業
務
内
容
等
を
紹
介
す
る
冊
子
や
動
画
等
の
作
成
等
を
通
じ
て
、
県
内
企
業
の

魅
力
を
発
信
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
情
報
が
学
生
等
の
若
者
に
直
接
届
く
仕
組
み
づ
く
り

を
行
い
ま
す
。

ま
た
、
温
暖
な
気
候
や
子
育
て
環
境
の
良
さ
な
ど
、
宮
崎
で
暮
ら
す
こ
と
の
魅
力
そ
の
も
の

を
Ｐ
Ｒ
す
る
と
と
も
に
、
都
市
部
在
住
者
に
対
す
る
移
住
・
求
人
情
報
の
提
供
や
支
援
体
制
を

整
備
し
、
県
内
へ
の
Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー
ン
を
促
進
し
ま
す
。

あ
わ
せ
て
、
若
者
に
と
っ
て
魅
力
あ
る
就
業
環
境
の
整
備
に
向
け
て
、
女
性
の
就
労
継
続
や
、

高
齢
者
、
Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー
ン
希
望
者
及
び
外
国
人
等
の
多
様
な
人
財
が
活
躍
で
き
る
労
働
環
境
づ

C
-
5
経
済
・
交
流
を
支
え
る
基
盤
が
整
っ
た
社
会

1
3
7

３
技
術
系
人
財
の
育
成
・
確
保

県
内
の
工
業
系
の
高
等
学
校
や
産
業
技
術
専
門
校
に
お
い
て
、
本
県
の
も
の
づ
く
り
産
業
を

支
え
る
基
幹
的
な
技
能
者
を
育
成
す
る
と
と
も
に
、
県
内
企
業
へ
の
就
職
を
促
進
し
ま
す
。

ま
た
、
県
内
の
地
場
企
業
が
理
工
系
の
大
学
生
等
を
技
術
者
と
し
て
確
保
で
き
る
よ
う
、
地

元
企
業
の
紹
介
の
場
の
提
供
な
ど
学
生
と
企
業
と
の
交
流
を
深
め
る
と
と
も
に
、
在
籍
す
る
技

術
者
の
技
術
力
向
上
の
た
め
、
関
係
団
体
や
産
業
支
援
機
関
等
と
連
携
し
て
、
各
種
研
修
の
機

会
を
提
供
し
ま
す
。

さ
ら
に
、
県
外
企
業
で
活
躍
し
て
い
る
現
役
の
技
術
者
の
Ｕ
タ
ー
ン
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、

大
手
企
業
Ｏ
Ｂ
等
の
技
術
系
人
財
の
導
入
等
を
進
め
ま
す
。

４
職
業
能
力
開
発
の
推
進

県
内
企
業
の
人
財
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
つ
つ
、
行
政
と
民
間
が
役
割
分
担
と
連
携
の
下
、
公
共

職
業
訓
練
や
民
間
で
の
職
業
訓
練
等
を
通
じ
て
、
人
財
不
足
が
生
じ
て
い
る
産
業
分
野
で
の
人

財
確
保
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
及
び
新
技
術
へ
の
対
応
を
図
る
た
め
、
多
様
な
職
業
能
力
開
発
の
機

会
提
供
に
努
め
ま
す
。

５
技
能
振
興

技
能
水
準
の
向
上
を
図
る
た
め
、
技
能
検
定
制
度
の
普
及
や
各
種
表
彰
の
実
施
、
技
能
競
技

大
会
へ
の
参
加
促
進
等
に
努
め
ま
す
。

ま
た
、
産
業
界
や
民
間
の
職
業
能
力
開
発
機
関
等
と
連
携
し
て
、
若
手
技
能
者
の
育
成
・
確

保
に
努
め
る
と
と
も
に
、
技
能
ま
つ
り
の
開
催
等
を
通
じ
て
、
技
能
の
重
要
性
や
魅
力
に
つ
い

て
県
民
の
理
解
を
促
進
し
ま
す
。

C
-
5
経
済
・
交
流
を
支
え
る
基
盤
が
整
っ
た
社
会

1
3
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資料２ 地域資源創成学研究科のポリシー 

区分 地域資源創成学部（地域資源創成学科） 地域資源創成学研究科（地域資源創成学専攻） 

デ
ィ
プ
ロ
マ
・
ポ
リ
シ
ー 

本学部は、宮崎大学学務規則に規定する修業年限以上
在学し、所定の単位数を修得し、以下の素養を身につけ、
かつ、卒業論文審査に合格した学生に対して卒業を認定
し、学士（地域資源創成学）の学位を与える。 

(1) 地域資源創成のために必要なマネジメントの専門
知識を有している。 

(2) 地域資源創成のために必要な社会・人文科学、及び
農学・工学の利活用技術の基礎知識を有し、複眼的
な視野から地域資源の価値を捉えることができる。 

(3) 人々と広く協働し、地域の資源や状況をよく理解・
分析することで問題解決に導けるコミュニケー
ション力、理解力を有している。 

(4) 以下のいずれかの人材養成像に対応した、地域資源
を活用し、新たな価値を創成する企画力・実践力を
有している。 

Ａ）地域産業創出人材、Ｂ）地域創造人材、Ｃ）企業マ
ネジメント人材 

本研究科は、宮崎大学学務規則に規定する修業年限以
上在学し、所定の単位数を修得し、以下の素養を身につ
け、かつ必要な研究指導を受けた上、論文審査及び最終
試験に合格した学生に修士（地域資源創成学）の学位を
与える。 

(1) 異分野融合・複合の研究開発を推進できる高度な学
際的専門性を有している 

(2) 優れたソリューションを創発できる高度な実務的
専門性を有している 

(3) 第一線社会の技術・経験を体系化・理論化できる高
度な学術的専門性を有している 

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
ポ
リ
シ
ー 

本学部では、地域における新たな成長産業の振興及び
地域活性化を企画・実践できる実務的素養を身につけた
人材の育成を目的とするため、以下の方針に基づいてカ
リキュラムを編成し、教育を実施します。 

【教育課程の編成の方針】 
(1) 幅広く深い教養と基本的な学習能力の獲得のため、

すべての学生が履修する基礎教育カリキュラムと
して、導入科目（大学教育入門セミナー、情報・数
量スキル、外国語コミュニケーション、専門基礎）、
課題発見科目（専門教育入門セミナー、環境と生命、
現代社会の課題）と学士力発展科目を設置する。 

(2) 専門的な方法論と知識習得のため、専門基礎科目と
専門科目を体系的・段階的に設置します。 

(3) マネジメント力を養成するために必要な科目と、地
域の課題や地域資源の価値を複眼的な視点から捉
える能力を養成するために必要な社会・人文科学、
及び農学・工学の科目を設置する。 

(4) 英語での論理展開、ビジネス交渉ができるコミュニ
ケーション能力を修得するための英語科目を設置
します。 

(5) 獲得した知識や能力を統合し、課題の解決につなげ
ていく実践的な能力や態度を育成するために、演
習・実習・卒業研究等の科目を設置します。 

【実施の方針】 
(6) 各授業科目について、シラバスで到達目標、授業計

画、成績評価基準・方法を明確にし、周知する。 
(7) 主体的に考える力を育成するために、アクティブ・

ラーニング（双方向型授業、グループワーク、発表
など）、演習・実践を積極的に取り入れた授業形態、
指導方法を行う。 

(8) 成績評価基準、方法に基づき厳格な評価を行う。 

本研究科では、人口減少・少子高齢化等の地域課題や
地域的・社会的要請に的確に対処するために、異分野・
多分野からなる複眼的視点や学際性を確保した専門性
や社会的ネットワークを基に、問題解決に向けた具体的
な社会的・専門的なソリューションを創出できる高度な
人材の育成を目的とするため、以下の方針に基づいてカ
リキュラムを編成し、教育を実施する。 

【教育課程の編成の方針】 
(1) 多様な地域や地域課題を理解し、地域資源を高度利

活用するための専門的知識・理論・方法等を学修す
るため、専門科目として①地域学科目、②地域資源
論科目群、③地域資源利活用論科目群を設置する。 

(2) ＰＢＬ等の実践的ソリューションを研究する実践
研究及び学生の個別研究を教育的に進展させる特
別研究（研究指導等）を重層的に年次進行させてい
く。 

(3) 実践研究・特別研究の十分な成果を得るため、教育
研究モジュールの形成を通じて専門科目を有機的
に組み合わせて履修させ、教育の質保証及び教育的
効果の向上を図る 

【実施の方針】 
(4) 各授業科目について、シラバスで到達目標、授業計

画、成績評価基準・方法を明確にし、周知する。 
(5) 主体的に考える力を育成するために、アクティブ・

ラーニング（双方向型授業、グループワーク、発表
など）、演習・実践を積極的に取り入れた授業形態、
指導方法を行う。 

(6) 実践研究、特別研究は学生の状況を鑑みながら研究
の指導・支援を行い、多様な視点からの履修が可能
となるよう、主指導教員、副指導教員で構成する履
修指導グループにより指導を行う。 

(7)成績評価基準、方法に基づき厳格な評価を行う。 
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本学部は、地域が抱えている諸課題を認識し、地域産
業の活性化と地域振興について考えます。そのために、
マネジメントの専門分野を中心に、社会・人文科学、及
び農学・工学の利活用技術の基礎知識を学び、さらには
自治体や企業等及び地域の方々と協働した実践的な教
育を行い、地域振興を企画・実践できる素養を身につけ
た人材の育成を目的としています。したがって、本学部
では、次のような人を求めています。 

(1) 地域が抱えている諸課題について強い関心があり、
地域の振興に貢献したいと考えている人 

(2) コミュニケーション能力を有し、人々と協働し問題
を解決する意欲を持った人 

(3) 論理的な思考能力と判断力及び国際的な視野を
持って、課題解決に取り組もうとする意思のある人 

(4) 課題解決へ向けて、自分から積極的に目標と計画を
立て、強い意志をもって持続的に取り組むことがで
きる人 

本研究科では、学部教育の専門性をさらに深化させ、
専門性の高い分野で高度で先端的な地域資源創成に係
る大学院教育を行うこととする。また、企業・産業・地
方公共団体・地域社会等が有する地域課題・実務的課題
の具体的解決に資する大学院教育を行うこととする。し
たがって、本研究科では以下のような人材を積極的に受
け入れることとする。 

(1) 社会的・地域的課題を解決するためのイノベーショ
ンの創発に関する専門的・実務的な知識・能力と意
欲を有している人 

(2) 企業・産業・地方公共団体等のマネジメントを改善・
改革するための専門的・実務的な知識・能力、意欲
を有している人 

(3) 異分野を融合させて新たな地域価値、資源価値を創
出できる専門的・実務的な知識・能力、意欲を有し
ている人 

 





 

  

資料３ 学部教育と大学院教育の「学びの連続性」

 

 

 

 

卒業研究 

 

１年次 

３年次 

２年次 

４年次 

１年次 

２年次 

① 地域が抱えている諸課題について強い関心があり、地域の振興に貢献したいと考えている人 

② コミュニケーション能力を有し、人々と協働し問題を解決する意欲を持った人 

③ 論理的な思考能力と判断力及び国際的な視野を持って、課題解決に取り組もうとする意思のある人 

④ 課題解決へ向けて、自分から積極的に目標と計画を立て、強い意志をもって持続的に取り組むことができる人 

地域資源創成学部 

アドミッション・ 

ポリシー 

① 地域資源創成のために必要なマネジメントの専門知識を有している。 

② 地域資源創成のために必要な社会・人文科学、及び農学・工学の利活用技術の基礎知識を有し、複眼的な視野から地域資

源の価値を捉えることができる。 

③ 人々と広く協働し、地域の資源や状況をよく理解・分析することで問題解決に導けるコミュニケーション力、理解力を有

している。 

④ 以下のいずれかの人材養成像に対応した、地域資源を活用し、新たな価値を創成する企画力・実践力を有している。 

  Ａ）地域産業創出人材、Ｂ）地域創造人材、Ｃ）企業マネジメント人材 

地域資源創成学部 

ディプロマ・ポリシー 

マネジメント科目群 コース科目群 

専門英語 

 

 

 

 

基 礎 教 育 

科 目 群 

 

 

 

 

 

マネジメントコア科目 

マネジメントアドバンスト科目 

コースアドバンスト科目 

   

学
部
教
育 

大
学
院
教
育 

コースコア科目 

地 域 探 索 実 習 Ⅰ 

地 域 理 解 実 習 

地 域 探 索 実 習 Ⅱ 

地域学 地域資源論 地域資源利活用論 

実践研究 

 

 

 

特別研究 

利活用論Ｂ（公共経営） 
利活用論Ｃ（産業経営） 利活用論Ａ(企業経営) 
利活用論Ｄ（人文社会） 

地域資源と地域振興、地域社会学、
マーケティング論、会計学、プロジェ
クトマネジメント、地域経済学等 

組織論、経営戦略概論、マーケティン
グ論Ⅱ、起業家精神とイノベーショ
ン、地域経営論、地域活性化システム
論、交流マネジメント 論等 

特論Ⅰ 
自然 
科学 

特論Ⅱ 
人文
科学 

特論Ⅲ 
社会
科学 

地域学特論 

キャリア形成、地域産業創出概
論、地域創造概論、企業マネジ
メント概論 

会計学Ⅱ、組織
論Ⅱ、経営戦略
論Ⅱ等 

① 社会的・地域的課題を解決するためのイノベーションの創発に関する専門的・実務的知識・能力と意欲を有している者 

② 企業・産業・地方公共団体等のマネジメントを改善・改革するための専門的・実務的な知識・能力、意欲を有している者 

③ 異分野を融合させて新たな地域価値、資源価値を創成できる専門的・実務的な知識・能力、意欲を有している者 

地域資源創成学研究科

アドミッション・ 

ポリシー 

食品学総論、風
景と景観論、

等 
都市計画学、地
域産業政策論、
自治体政策論等

ビジネス
英語Ⅱ、特
別英語Ⅰ
Ⅱ コミュニ

ケーショ
ン概論、統
計学基礎、
社会調査
法等 

実践研究Ⅱ 

実践研究Ⅰ 

学位（修士）論文 

① 地域資源創成を促進する異分野融合の研究開発を推進できる高度な学際的専門性を有している。 

② 地域資源創成に資する優れたソリューションを創発できる高度な実務的専門性を有している。 

③ 地域資源創成に係る第一線社会の技術・経験を体系化・理論化できる高度な学術的専門性を有している。 

地域資源創成学研究科 

ディプロマ・ポリシー 

「学部の学び」から「大学院の学び」に向けた教育研究の課題 ⇒「地域資源創成」の学びから「地域資源創成学」の修得へ 

① 地域的・社会的課題を解決するためのイノ

ベーション創発が可能な高度人材 

② 企業・産業・地方自治体等の包括的なマネジメ

ントを担うことが可能な高度人材 

③ 異分野・多分野を融合させて新たな地域価

値・資源価値を創出できる高度人材 

学術領域・体系としての「地域資源創成学」の修得へ 

３コースの学修から養成する人材像 

地域産業創出人材 

地域資源（農業・自然・エネルギー・文化等）
の価値を理解し、活用したビジネスの新展開、
外商ビジネスの推進、新商品の企画、企業等を
通じて地域資源の新たな価値を創出・発信し、
新たなビジネスを創出できる人材 

地域創造人材 

中山間地域における過疎・高齢化、中心市街地衰
退等の課題解決や、活気ある社会生活の創出に
向けて、地方都市・農山村の環境・経済・社会機
能を総合的に捉え、地域の持続的活性化をトー
タルマネジメントできる人材 

企業マネジメント人材 

国内外の産業構造を総合的に捉え、地域の社
会・経済状況を分析し、国内外市場の開拓やリ
ンケージ構築、企業支援等、地域経済の発展に
向け、地域産業振興に寄与するマネジメント
リーダーとなる人材 

● 講学上の「マネジメントの専門知識」を、地域資源創成の視点から総合的・実務的に実践するために「地域」を把握する専門能力（地域学） 

● 地域資源の「利活用技術の基礎知識」から、地域資源の特性を捉えて学際的・総合的に利活用するための専門能力（地域資源論） 

● 「地域資源を活用し、新たな価値を創成する企画力・実践力」を通じて、地方創生、地域活性化を実現できる専門能力（地域資源利活用論） 

地域資源創成学研究科カリキュラム・ポリシー 
●教育課程の編成の方針： ①地域資源創成学に係る専門科目の設置、②実践研究と特別研究の重層的進行、

③教育研究モジュール 
●教育課程の実施の方針： ③到達目標、成績評価等の明確化、④アクティブ・ラーニング取り入れた指導、

⑤異分野融合の視点による指導 



 

 



 

  

資料４ 履修モデル 

〇概要 

履 修 モ デ ル 摘 要 
融合・複合化の 
分野（領域） 

履 修 モ デ ル ① 

地 域 資 源 

管 理 研 究 

概 要： 地域に賦存する複数の地域資源の総合的管理を研究する履修
モデルとして、経済学関係、農学関係等の異分野・多分野の融
合・複合化を図るためのモジュールを形成 

人材像： 異分野・多分野を融合・複合させて新たな地域価値・資源価値
を創出できる高度人材像 

モデル： 日本ワインブームにおけるワイナリー経営に関する研究 

趣 旨： ワインブームを背景に国内産ワインの消費ニーズが高まるな
か、国内産出地間の競争が激化している。このためブドウの生
育環境の整備や品種の選別・交配等を通じたワイン品質の向上
（農学的課題）と生産主体であるワイナリーの経営体質の改善
（経済学的課題）、が不可欠となっている。本履修モデルでは、
県内ワイナリーを対象に、特に顧客（消費者）視点から、県産
ワインの品質向上、ブランドの確立等について調査を行い、農
学関係分野と経済学関係等を融合・複合化した専門性を基にワ
インブームにおけるワイナリー経営のあり方や地域資源とし
てのブドウの活用や地場産ワインの魅力向上等について考察
する。 

農 学 関 係 
経済学関係 

履 修 モ デ ル ② 

企業マネジメント 

研 究 

概 要： 企業経営資源活用の効率化・高度化の視点から企業マネジメン
トを研究する履修モデルとして、経済学関係を中心に異分野・
多分野の融合・複合化を図るためのモジュールを形成 

人材像： 企業・産業・地方自治体等の包括的なマネジメントを担うこと
が可能な高度人材 

モデル： 地域に根ざした調剤薬局のあり方に関する研究 

趣 旨： 高齢化・長寿命化社会を背景に、重要な保健・福祉・医療資源
となっている地域の調剤薬局を 2025 年までにかかりつけ薬局
に再編することが国の構想として示されている。しかし、 地
域の調剤薬局は、薬剤師等の人的資源の不足、管理コストの増
大等の様々な経営的問題を内包（経済学的課題）する一方、我
が国の医療保険制度の中で国民・住民の健康福祉の増進により
一層貢献することが期待されている（法学的課題）。また、こ
うした課題の解決においては、在宅医療・看護等の実態を把握
することも必要（保健衛生学的課題）となっている。本履修モ
デルでは、今後のかかりつけ薬局の確立に向けた薬局機能・
サービスのあり方、保健・福祉・医療機関、行政機関等との連
携のあり方、薬局経営に係る人的資源・経営的資源の確保あり
方等について、保健衛生学の知見を確保しつつ、経済学関係分
野、法学分野を融合・複合化した専門性を基に地域経営の視点
から調剤薬局のあり方について考察する。 

経済学関係 
法 学 関 係 

（保健衛生学） 



 

履 修 モ デ ル 摘 要 
融合・複合化の 
分野（領域） 

履 修 モ デ ル ③ 

地 域 政 策 

研 究 

概 要： 公共経営資源活用の確保や利用の高度化を通じて地域的・社会
的課題を解决する視点から地域政策のあり方を研究する履修
モデルとして、法学関係を中心に異分野・多分野の融合・複合
化を図るためのモジュールを形成 

人材像： 地域的・社会的課題を解决するためのイノベーション創発が可
能な高度人材 

モデル：地域自主組織によるコミュニティバス運営に関する研究 

趣 旨： 過疎化などが進行する人口減少地域では、利用者の減少、採算
性の確保等が課題となり、路線バス、鉄道等の公共交通の撤退
が続いており、交通空白地域、交通弱者の増大が顕著となって
いる。こうした問題に対応するため、新たな公共交通体系のあ
り方として、コミュニティバスの導入が求められている。しか
し、その導入には道路運送法に基づく許認可等の手続きが必要
（法学的課題）であり、また、バリアフリーやコンパクトシティ
等の新たなまちづくりの視点（工学的課題）も重要となってき
ている。本履修モデルでは、地域自主組織による持続可能なコ
ミュニティバスの運行システム、経営手法、宮崎市等との公民
連携のあり方について、法学関係、工学関係を融合・複合化し
た専門性を基に考察する。 

法 学 関 係 
（工 学 関 係） 

履 修 モ デ ル ④ 

地 域 産 業 

活 性 化 研 究 

概 要： 産業経営資源の高度利活用を通じて新たな産業育成・振興を研
究する履修モデルとして、経済学関係、農学関係を中心に異分
野・多分野の融合・複合化を図るためのモジュールを形成 

人材像： 地域的・社会的課題を解决するためのイノベーション創発が可
能な高度人材 

モデル：インバウンドに対応した観光資源の開発とマネジメントに関す
る研究 

趣 旨： 海外からの訪日外国人数の増大とともに、インバウンドの受け
入れに対応した新たな観光資源の開発が必要となっている。こ
うしたなかで、地域経済を牽引する新たな産業の育成から観光
を捉える（経済学的課題）とともに、地域の歴史・文化の活用
を通じた新たな観光資源の創出ややホスピタリティの確保等
が重要（文学的課題）となっている。本履修モデルでは、訪日
外国人受け入れに係る現状・課題を踏まえ、今後のインバウン
ド拡大に向けた観光資源の開発及びマネジメントのあり方に
ついて、経済学関係、文学関係を融合・複合化した専門性を基
に考察する。 

経済学関係 
（文 学 関 係） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育研究モジュール 

「地域資源利活用論」科目群 

（サブメジャー領域：経済学等） 

「教育研究モジュール」の形成による異分野の融合・複合 

－ 地域資源管理研究（日本ワインブームにおけるワイナリー経営に関する研究）－ 

（メジャー領域：農学） 

栽培学 果樹園芸論 食料経済学 

「地域学」科目 

観光学  

融合化･複合化 

「地域資源論」科目 

○ 

競
争
力
の
あ
る
宮
崎
県
産
ワ
イ
ン
の
創
出 

○ 
強
靭
な
持
続
性
を
確
保
し
た
ワ
イ
ナ
リ
ー
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

地域資源論（自然科学） 地域資源論（人文科学） 

第
７
次
ワ
イ
ン
ブ
ー
ム
・
日
本
産
ワ
イ
ン
の
消
費
拡
大 

宮
崎
県
産
ワ
イ
ン
の
品
質
向
上 

県
内
ワ
イ
ナ
リ
ー
経
営
革
新 

産業政策 



 

教 育 研 究 
モ ジ ュ ー ル ① 地域資源管理研究 

養成する人材像 異分野・多分野を融合させて新たな地域価値・資源価値を創出できる高度人材 

 
■ 研究概要及び指導体制 

研 究 題 目 日本ワインブームにおけるワイナリー経営に関する研究 －品質向上とブランドマネジメントを中心に－ 

研 究 概 要 

○ 国税庁の資料によると、2014 年の日本国内のワイン消費数量は過去最高を記録し、1998 年以来の第 7
次のワインブーブの到来と呼ばれている 

○ このうち、輸入ワインのみならず、国内産ブドウ 100％の日本ワインも人気が拡大する傾向にあり、
こうした市場動向を捉え、国内の各ワイナリーにおいて意欲的なワイン醸造が行われている 

○ 宮崎県内にも４市町にワイナリーが立地し、本県独自のワインを産出しているが、より一層の品質向

上とブランドの確立が求められている 

○ ワインの品質向上とブランドの確立には、産出主体であるワイナリー経営の近代化、生産体制の効率
化、自然環境に適したブドウ栽培方法の導入、醸造技術の革新等の多様な専門分野の知見が不可欠で

あるが、国内外のワイナリーと比較した場合、経営規模が零細であり、人材育成、設備投資等に十分
な対応が図られていない現状がある 

○ 本研究は、県内ワイナリーを対象に、特に顧客（消費者）視点から、県産ワインの品質向上、ブラン

ドの確立等について調査を行い、ワインブームにおけるワイナリー経営のあり方についてまとめる 

研 究 指 導 体 制 
○ 主指導教員の専門分野・領域： ①食料経済学 
○ 副指導教員の専門分野・領域： ②栽培学、③地域経営 

 

■ 履修モデル 

区 分 授業科目 
1 年次 2 年次 合 計 

単位数 前期 後期 前期 後期 

「
地
域
資
源
創
成
学
」
系
履
修
科
目 

地 域 学 地域学特論 ○2     2 

地 域 資 源 論 
地域資源特論Ⅰ（自然科学） 

地域資源特論Ⅱ（人文科学） 

2 

2 

 

 

 

 

 

 
4 

地
域
資
源
利
活
用
論 

利活用論Ａ 地域経営特論 2    

12 
利活用論Ｃ 

産業政策特論 

食料・農業経済学特論 

栽培学特論 

2 

2 

 

 

 

2 

  

利活用論Ｄ 観光学特論 2    

指 定 科 目 果樹園芸学特論（農学研究科）  2   

実 践 研 究 
実践研究Ⅰ 

実践研究Ⅱ 

 

 

② 

 

 

② 

 

 
4 

特 別 研 究 －    ○8  8 

合計単位数（年次別）  14 6 2 8 30 

○ 必修科目 
 

■ 養成する専門性及び修了後の進路先 

養 成 す る 専 門 性 

① 異分野融合の研究開発を推進できる高度な学際的専門性 ............................... ◎ 
② 優れたソリューションを創発できる高度な実務的専門性 ............................... ○ 
③ 第一線社会の技術・経験を体系化・理論化できる高度な学術的専門性.................... ◎ 

修了後の進路先（例） 

○ ワイナリー 
○ 飲料・酒造メーカー 

○ 総合・専門商社 
○ 観光関連産業（ホテル、空港ビル、旅行会社等） 
○ 国・地方自治体・農業試験場 等 

  



 

 

■ 履修モデルの概要  

 

  

 

 

 

実践研究 
（必修科目） 

地 域 学 
（必修科目） 

地域資源論 
 （選択科目） 

利活用論Ａ 
(企業経営資源) 

（選択科目） 

特別研究 
（必修科目） 

地域学特論 

特論Ⅰ 
（自然科学） 

特論Ⅱ 
（人文科学） 

特論Ⅲ 
（社会科学） 

特論② 
（地域経営） 

特論③ 
（創造的組織）

特論④ 
(経営戦略) 

特論⑤ 特論⑥ 

特論① 

特論① 
(民法) 

特論② 
(雇用と法) 

特論③ 
(自治体財政) 

特論④ 
(自治体政策) 

特論⑤ 
(地域計画) 

特論⑥ 
(地域環境政策) 

特論⑦ 

特論① 
(産業政策) 

特論② 特論③ 特論④ 
(世界経済) 

特論⑤ 
(畜産学) 

特論⑥ 
(栽培学) 

特論⑦ 
(食品学) 

特論② 
(文化地理学) 

特論③ 
(歴史学) 

特論④ 
(観光学) 

特論⑤ 
(スポーツ文化)

特論⑥ 
(民俗学) 

実践研究Ⅰ 

地
域
資
源
利
活
用
論
（
選
択
科
目
） 

利活用論Ｂ 
(公共経営資源) 
（選択科目） 

利活用論Ｃ 
(産業経営資源) 
（選択科目） 

利活用論Ｄ 
（人文社会資源）

（選択科目） 

指定科目 
（選択科目） 

果樹園芸学 

実践研究Ⅱ 

特別研究 

 

● 宮崎県内の特定のワイナ
リーついてアンケート・ヒア
リング調査を実施する 

● ワイナリーの全国的動向に
ついて業界情報及び他地域
との比較を通じて宮崎県内
のワイナリーの特性を明ら
かにする 

● 宮崎県内の特定のワイナ
リーの顧客に対してマーケ
ティング手法に基づく調査
を行い、顧客満足度を高める
ための提言をまとめる 

● 近年の日本ワインブームの背景とそれに伴う
課題について先行研究を収集・サーベイを実施
する 

● 「学術的（本質的）な問い」である「日本ワイ
ンブームにおけるワイナリー経営はいかにあ
るべきかあるのか」その根拠が学術的な裏付け
をもって修士論文にて示されるとともに経営
戦略（ビジョン）が描けるようにする 

特論① 
（会計学） 

「教育研究モジュール」に基づく科目履修 

○地域学特論  2 単位

○実践研究Ⅰ 2 単位

○実践研究Ⅱ 2 単位

○特別研究 8 単位

計 14 単位

必修科目 

選択科目 

履修科目 

○地域資源論  4 単位

○  12 単位

 
計 16 単位

研究指導体制 

履修科目合計 

○必修科目  14 単位

○選択科目 16 単位

 
計 30 単位

○主指導教員 

食料経済学 

 

○副指導教員 

栽培学 

地域経営 

修了後の進路先 
○ ワイナリー 

○ 飲料・酒造メー

カー 

○ 総合・専門商社 

○ 観光関連産業（ホ

テル、空港ビル、

旅行会社等） 

○ 国・地方自治体・

農業試験場 等 



 

 

教 育 研 究 
モ ジ ュ ー ル ② 企業マネジメント研究 

養成する人材像 企業・産業・地方自治体等の包括的なマネジメントを担うことが可能な高度人材  

 
■ 研究概要及び指導体制 

研 究 題 目 地域に根ざした調剤薬局のあり方に関する研究 －宮崎市Ａ薬局グループを事例に－ 

研 究 概 要 

○ 高齢化・長寿命化社会の進展を踏まえ、地域包括ケアシステムの構築をはじめとする保健・福祉・医
療・介護の制度改革が進む一方、財政的には医療費の増加が大きな社会的・政策的課題となっている 

○ 2015 年 10 月、厚生労働省が「患者のための薬局ビジョン」を策定し、地域医療の担い手としてすべ
ての調剤薬局を 2025 年までにかかりつけ薬局に再編する構想が示され、国民・住民の健康増進のみ
ならず、医療費の削減も期待されている 

○ 地域の調剤薬局は、薬剤師等の人的資源の不足、管理コストの増大等の様々な経営的課題を内包し、
薬局ビジョンへの対応が困難な状況におかれている 

○ 病院・診療所の周辺地域に調剤薬局５店舗を有する宮崎市Ａ薬局グループは、厚生労働省の薬局ビ

ジョンに対応した新たなサービスの展開を構想しているが、マンパワーの確保、店舗・設備の老朽化、
投資資金の不足などから、抜本的な経営改革が進まない現状にある 

○ 本研究では、宮崎市Ａ薬局グループを研究対象事例とし、今後のかかりつけ薬局機能の導入に向けた

薬局機能・サービスのあり方、保健・福祉・医療機関、行政機関等との連携のあり方、薬局経営に係
る人的資源・経営的資源の確保あり方等を、地域経営の視点から考察する 

研 究 指 導 体 制 
○ 主指導教員の専門分野・領域： ①地域経営 
○ 副指導教員の専門分野・領域： ②経営戦略、③自治体政策・経営 

 

■ 履修モデル 

区 分 授業科目 
1 年次 2 年次 合 計 

単位数 前期 後期 前期 後期 

「
地
域
資
源
創
成
学
」
系
履
修
科
目 

地 域 学 地域学特論 ○2     2 

地 域 資 源 論 
地域資源特論Ⅰ（自然科学） 

地域資源特論Ⅲ（社会科学） 

2 

2 

 

 

 

 

 

 
4 

地
域
資
源
利
活
用
論 

利活用論Ａ 

地域経営特論 

マーケティング戦略特論 

経営戦略特論 

2 

 

 

 

2 

2 

  

12 
利活用論Ｂ 自治体政策特論  2   

指 定 科 目 
地域看護学特論（看護学研究科） 

成人・老年療養支援看護学特論（看護学研究科） 

2 

2 

 

 

 

 

 

 

実 践 研 究 
実践研究Ⅰ 

実践研究Ⅱ 

 

 

② 

 

 

② 

 

 
4 

特 別 研 究 －    ○8  8 

合計単位数（年次別）  12 8 2 8 30 

○ 必修科目 
 

■ 養成する専門性及び修了後の進路先 

養 成 す る 専 門 性 

① 異分野融合の研究開発を推進できる高度な学際的専門性 ............................... ○ 
② 優れたソリューションを創発できる高度な実務的専門性 ............................... ◎ 

③ 第一線社会の技術・経験を体系化・理論化できる高度な学術的専門性.................... ◎ 

修了後の進路先（例） 

○ 医薬品メーカー 
○ 医療機関（病院・診療所）、医療法人 
○ 医薬品医療機器等法に基づく薬局 

○ ドラックストア・薬店 

○ 地方自治体（県・保健所を有する市、福祉事務所を有する市町村） 

○ 社会福祉施設、社会福祉法人 等 
  



 

 

■ 履修モデルの概要 

 

  

 

 

 

実践研究 
（必修科目） 

地 域 学 
（必修科目） 

地域資源論 
 （選択科目） 

利活用論Ａ 
(企業経営資源) 

（選択科目） 

特別研究 
（必修科目） 

地域学特論 

特論Ⅰ 
（自然科学） 

特論Ⅱ 
（人文科学） 

特論Ⅲ 
（社会科学） 

特論② 
（地域経営） 

特論③ 
（創造的組織）

特論④ 
(経営戦略) 

特論⑤ 特論⑥ 

特論① 

特論① 
(民法) 

特論② 
(雇用と法) 

特論③ 
(自治体財政) 

特論④ 
(自治体政策) 

特論⑤ 
(地域計画) 

特論⑥ 
(地域環境政策) 

特論⑦ 

特論① 
(産業政策) 

特論② 特論③ 特論④ 
(世界経済) 

特論⑤ 
(畜産学) 

特論⑥ 
(栽培学) 

特論⑦ 
(食品学) 

特論② 
(文化地理学) 

特論③ 
(歴史学) 

特論④ 
(観光学) 

特論⑤ 
(スポーツ文化)

特論⑥ 
(民俗学) 

実践研究Ⅰ 

地
域
資
源
利
活
用
論
（
選
択
科
目
） 

利活用論Ｂ 
(公共経営資源) 
（選択科目） 

利活用論Ｃ 
(産業経営資源) 
（選択科目） 

利活用論Ｄ 
（人文社会資源）

（選択科目） 

指定科目 
（選択科目） 

地域看護学 成人・老年療養看護学 

実践研究Ⅱ 

特別研究 
 

● 宮崎市を事例に調剤薬局の
分布図の作成や経営状況に
ついてアンケート・ヒアリン
グ調査の実施 

● 調剤薬局の全国的動向（大手
薬局の広域化）について業界
情報及び他地域との比較を
通じて宮崎市の特性を明ら
かにする 

● Ａ薬局グループの顧客に対
してマーケティング手法に
基づく調査を実施し、顧客満
足度を高めるための提言を
整理・取りまとめ 

● 我が国の医療産業・薬剤師に関する政策及び先
行研究を収集・サーベイを実施する 

● 薬局に対するインタビュー手法やアンケート
分析に対する学術的なスキルを習得し、学会報
告等に耐えられる学術的裏付けを確保した調
査方法ができるようにする 

● 「学術的（本質的）な問い」である「なぜ調剤
薬局が地域に根ざす必要があるのか」その根拠
が学術的な裏付けに基づいて修士論文にて示
されるとともに経営戦略（ビジョン）が描ける
ようにする 

特論① 
（会計学） 

「教育研究モジュール」に基づく科目履修 

○地域学特論  2 単位

○実践研究Ⅰ 2 単位

○実践研究Ⅱ 2 単位

○特別研究 8 単位

計 14 単位

必修科目 

選択科目 

履修科目 

○地域資源論  4 単位

○  12 単位

 
計 16 単位

研究指導体制 

履修科目合計 

○必修科目  14 単位

○選択科目 16 単位

 
計 30 単位

○主指導教員 

地域経営 

 

○副指導教員 

経営戦略 

自治体政策・経営 

修了後の進路先 

○ 医薬品メーカー 

○ 医療機関 

○ 薬局 

○ ドラックストア・

薬店 

○ 地方自治体 

○ 社会福祉施設、社会

福祉法人 等 



 

 
教 育 研 究 
モ ジ ュ ー ル ③ 地域政策研究 

養成する人材像 地域的・社会的課題を解決するためのイノベーション創発が可能な高度人材 

 
■ 研究概要及び指導体制 

研 究 題 目 地域自主組織によるコミュニティバス運営に関する研究 －宮崎市Ａ地区を事例に－ 

研 究 概 要 

○ 過疎化などが進行する人口減少地域では、利用者の減少、採算性の確保等が課題となり、路線バス、
鉄道等の公共交通の撤退が続き、交通空白地域が増大している 

○ また、高齢化の進展により、マイカー等の移動手段を確保できない交通弱者が増大し、買い物、通院
等の生活課題が顕在している 

○ 2016 年 10 月、道路運送法の改正が行われ、公共交通空白地の自家用有償運送については、非営利組

織が運行主体として新たに認められることとなった 

○ こうした背景から、宮崎県においても交通空白地域の解消、交通弱者の支援等に対応するため、地域
自主組織が中心となってコミュニティバスの運行を検討する地域が増加している 

○ しかし、効率的な運行計画の策定、収支改善に向けた運行経営の見直し、利用者の確保等など、地域
自主組織によるコミュニティバスの運行は多くの課題を抱えている 

○ 本研究では、宮崎市内のＡ地区を事例に、地域自主組織による持続可能なコミュニティバスの運行シ

ステム、経営手法、宮崎市等との公民連携のあり方について考察する 

研 究 指 導 体 制 
○ 主指導教員の専門分野・領域： ①自治体政策・経営 

○ 副指導教員の専門分野・領域： ②地域計画、③地域経営 

 

■ 履修モデル 

区 分 授業科目 
1 年次 2 年次 合 計 

単位数 前期 後期 前期 後期 

「
地
域
資
源
創
成
学
」
系
履
修
科
目 

地 域 学 地域学特論 ○2     2 

地 域 資 源 論 
地域資源特論Ⅰ（自然科学） 

地域資源特論Ⅲ（社会科学） 

2 

2 

 

 

 

 

 

 
4 

地
域
資
源
利
活
用
論 

利活用論Ａ 
イノベーションマネジメント特論 

地域経営特論 

2 

2 
   

12 利活用論Ｂ 

自治体財政特論 

自治体政策特論 

地域計画特論 

2 

 

 

 

2 

2 

  

指 定 科 目 交通計画特論（工学研究科） 2    

実 践 研 究 
実践研究Ⅰ 

実践研究Ⅱ 

 

 

② 

 

 

② 

 

 
4 

特 別 研 究 －    ○8  8 

合計単位数（年次別）  14 6 2 8 30 

○ 必修科目 
 

■ 養成する専門性及び修了後の進路先 

養 成 す る 専 門 性 

① 異分野融合の研究開発を推進できる高度な学際的専門性 ............................... ◎ 
② 優れたソリューションを創発できる高度な実務的専門性 ............................... ◎ 
③ 第一線社会の技術・経験を体系化・理論化できる高度な学術的専門性.................... ○ 

修了後の進路先（例） 

○ 国・地方自治体 

○ 公共交通機関・交通事業者 
○ ＮＰＯ法人、地域運営組織 等 

 

  



 

 

■ 履修モデルの概要  

 

  

 

 

 

実践研究 
（必修科目） 

地 域 学 
（必修科目） 

地域資源論 
 （選択科目） 

利活用論Ａ 
(企業経営資源) 

（選択科目） 

特別研究 
（必修科目） 

地域学特論 

特論Ⅰ 
（自然科学） 

特論Ⅱ 
（人文科学） 

特論Ⅲ 
（社会科学） 

特論② 
（地域経営） 

特論③ 
（創造的組織）

特論④ 
(経営戦略) 

特論⑤ 特論⑥ 

特論① 

特論① 
(民法) 

特論② 
(雇用と法) 

特論③ 
(自治体財政) 

特論④ 
(自治体政策) 

特論⑤ 
(地域計画) 

特論⑥ 
(地域環境政策) 

特論⑦ 

特論① 
(産業政策) 

特論② 特論③ 特論④ 
(世界経済) 

特論⑤ 
(畜産学) 

特論⑥ 
(栽培学) 

特論⑦ 
(食品学) 

特論② 
(文化地理学) 

特論③ 
(歴史学) 

特論④ 
(観光学) 

特論⑤ 
(スポーツ文化)

特論⑥ 
(民俗学) 

実践研究Ⅰ 

地
域
資
源
利
活
用
論
（
選
択
科
目
） 

利活用論Ｂ 
(公共経営資源) 
（選択科目） 

利活用論Ｃ 
(産業経営資源) 
（選択科目） 

利活用論Ｄ 
（人文社会資源）
（選択科目） 

指定科目 
（選択科目） 

交通計画 

実践研究Ⅱ 

特別研究 
 

● 宮崎市Ａ地区を事例にコ
ミュニティバスの運行状況
（利用状況）や経営状況につ
いてアンケート・ヒアリング
調査の実施する 

● 他地域の運営方法（行政直
営）との比較を通じて宮崎市
における地域自主組織によ
る運営の特性を明らかにす
る 

● Ａ地区住民及びコミュニ
ティバスの顧客に対して
マーケティング手法に基づ
く調査を行い、利用者満足度
を高めるとともに経営安定
化のための提言をまとめる 

● 我が国のコミュニティバス（地域交通）、地域自
主組織（行政学・社会学）に関する政策及び先
行研究を収集・サーベイを実施する 

● 住民・乗客に対するインタビュー手法やアン
ケート分析に対する学術的なスキルを習得し、
学会報告等に耐えられる学術的裏付けを確保
した調査方法ができるようにする 

● 「学術的（本質的）な問い」である「なぜ地域
自主組織が地域に根ざす必要があるのか」その
根拠が学術的な裏付けに基づいて修士論文に
て示されるとともに経営戦略（ビジョン）が描
けるようにする 

特論① 
（会計学） 

「教育研究モジュール」に基づく科目履修 

○地域学特論  2 単位

○実践研究Ⅰ 2 単位

○実践研究Ⅱ 2 単位

○特別研究 8 単位

計 14 単位

必修科目 

選択科目 

履修科目 

○地域資源論  4 単位

○  12 単位

 
計 16 単位

研究指導体制 

履修科目合計 

○必修科目  14 単位

○選択科目 16 単位

 
計 30 単位

○主指導教員 

自治体政策・経営 

 

○副指導教員 

地域計画 

地域経営 

修了後の進路先 

○ 国・地方自治体 

○ 公共交通機関・交

通事業者 

○ ＮＰＯ法人、地域

運営組織 等 



 

 
教 育 研 究 
モ ジ ュ ー ル ④ 地域産業活性化研究 

養成する人材像 地域的・社会的課題を解決するためのイノベーション創発が可能な高度人材 

 
■ 研究概要及び指導体制 

研 究 題 目 インバウンドに対応した観光資源の開発とマネジメントに関する研究 －宮崎県Ａ市を事例に－ 

研 究 概 要 

○ 海外からの訪日外国人数は、2018 年には 3,000 万人を突破し、過去最高の水準となっており、インバ

ウンドの受け入れに対応した新たな観光資源の開発が必要となっている 

○ しかし、宮崎県では中国人をはじめとするアジア地域からの訪日外国人数は増加しているものの、そ

の多くは通過型観光であり、インバウンドに対応した観光資源の開発と、そうした資源の適切マネジ
メントを図るための体制づくり、人材づくりが喫緊の課題となっている 

○ 本研究では、宮崎県内のＡ市を対象に、訪日外国人受け入れに係る現状・課題を踏まえ、今後のイン

バウンド拡大に向けた観光資源の開発及びマネジメントのあり方について研究する 

研 究 指 導 体 制 
○ 主指導教員の専門分野・領域： ①産業政策 
○ 副指導教員の専門分野・領域： ②地域振興、③地域経営 

 

■ 履修モデル 

区 分 授業科目 
1 年次 2 年次 合 計 

単位数 前期 後期 前期 後期 

「
地
域
資
源
創
成
学
」
系
履
修
科
目 

地 域 学 地域学特論 ○2     2 

地 域 資 源 論 

地域資源特論Ⅰ（自然科学） 

地域資源特論Ⅱ（人文科学） 

地域資源特論Ⅲ（社会科学） 

2 

2 

2 

 

 

 

 

 

 
6 

地
域
資
源
利
活
用
論 

利活用論Ａ 地域経営特論 2    

10 
利活用論Ｃ 産業政策特論 2    

利活用論Ｄ 

コミュニケーションと地域活性化特論 

文化地理学特論 

観光学特論 

 

2 

2 

2 

 

 

  

実 践 研 究 
実践研究Ⅰ 

実践研究Ⅱ 

 

 

② 

 

 

② 

 

 
4 

特 別 研 究 －    ○8  8 

合計単位数（年次別） － 16 4 2 8 30 

○ 必修科目 
 

■ 養成する専門性及び修了後の進路先 

養 成 す る 専 門 性 

① 異分野融合の研究開発を推進できる高度な学際的専門性 ............................... ◎ 
② 優れたソリューションを創発できる高度な実務的専門性 ............................... ◎ 

③ 第一線社会の技術・経験を体系化・理論化できる高度な学術的専門性.................... ◎ 

修了後の進路先（例） 

○ 国・地方自治体 

○ 公共交通機関・交通事業者 
○ 観光関連産業（ホテル、空港ビル、旅行会社等） 
○ ＮＰＯ法人、地域運営組織 等 

 

  



 

 

■ 履修モデルの概要  

 

 

 

 

 

実践研究 
（必修科目） 

地 域 学 
（必修科目） 

地域資源論 
 （選択科目） 

利活用論Ａ 
(企業経営資源) 

（選択科目） 

特別研究 
（必修科目） 

地域学特論 

特論Ⅰ 
（自然科学） 

特論Ⅱ 
（人文科学） 

特論Ⅲ 
（社会科学） 

特論① 

特論③ 
（創造的組織）

特論④ 
(経営戦略) 

特論⑤ 特論⑥ 

特論② 
（地域経営） 

特論① 
(民法) 

特論② 
(雇用と法) 

特論③ 
(自治体財政) 

特論④ 
(自治体政策) 

特論⑤ 
(地域計画) 

特論⑥ 
(地域環境政策) 

特論⑦ 

特論① 
(産業政策) 

特論② 特論③ 特論④ 
(世界経済) 

特論⑤ 
(畜産学) 

特論⑥ 
(栽培学) 

特論⑦ 
(食品学) 

特論② 
(文化地理学) 

特論③ 
(歴史学) 

特論④ 
(観光学) 

特論⑤ 
(スポーツ文化)

特論⑥ 
(民俗学) 

実践研究Ⅰ 

地
域
資
源
利
活
用
論
（
選
択
科
目
） 

利活用論Ｂ 
(公共経営資源) 
（選択科目） 

利活用論Ｃ 
(産業経営資源) 

（選択科目） 

利活用論Ｄ 
（人文社会資源）
（選択科目） 

指定科目 
（選択科目） 

実践研究Ⅱ 

特別研究  

● Ａ市を事例に観光資源の現
状調査や観光資源を活用し
た組織マネジメントの現状
と課題に関する調査を実施
する 

● インバウンド対応した観光
地づくりの全国的動向につ
いて他地域との比較を通じ
てＡ市の特性を明らかにす
る 

● Ａ市のインバウンドに対し
てマーケティング手法に基
づく調査を行い、顧客満足度
を高めるための提言をまと
める 

● 我が国のインバウンドに関する政策及び先行
研究を収集・サーベイを実施する 

● インバウンド及び関連事業者に対するインタ
ビュー手法やアンケート分析に対する学術的
なスキルを習得し、学会報告等に耐えられる学
術的裏付けを確保した調査方法が実施できる
ようにする 

● 「学術的（本質的）な問い」である「なぜイン
バウンドに対応した観光資源の開発とマネジ
メントが必要なのか」その根拠が学術的な裏付
けに基づいて修士論文にて示されるとともに
経営戦略（ビジョン）が描けるようにする 

特論① 
（会計学） 

「教育研究モジュール」に基づく科目履修 

○地域学特論  2 単位

○実践研究Ⅰ 2 単位

○実践研究Ⅱ 2 単位

○特別研究 8 単位

計 14 単位

必修科目 

選択科目 

履修科目 

○地域資源論  6 単位

○  10 単位

 
計 16 単位

研究指導体制 

履修科目合計 

○必修科目  14 単位

○選択科目 16 単位

 
計 30 単位

○主指導教員 

産業政策 

 

○副指導教員 

地域振興 

地域経営 

修了後の進路先 

○ 国・地方自治体 

○ 公共交通機関・交

通事業者 

○ 観光関連産業（ホ

テル、空港ビル、

旅行会社等） 
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